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平成１８年度予算の概要平成１８年度予算の概要平成１８年度予算の概要平成１８年度予算の概要    

＝＝＝＝合併２年目を迎え、２１世紀にふさわしい躍動する中核都市を目指して合併２年目を迎え、２１世紀にふさわしい躍動する中核都市を目指して合併２年目を迎え、２１世紀にふさわしい躍動する中核都市を目指して合併２年目を迎え、２１世紀にふさわしい躍動する中核都市を目指して＝＝＝＝    

 

１．経済情勢の展望１．経済情勢の展望１．経済情勢の展望１．経済情勢の展望    

 我が国経済は、企業収益や雇用情勢が改善し個人消費が増加するなど、緩やかな回復を

続けています。また、先行きについても、企業部門の好調さが家計部門へ波及し国内民間需

要に支えられた景気回復が続き、平成１８年度の国内総生産の実質成長率は１．９％程度に

なると見込まれています。 

 

２．国と地方の財政状況２．国と地方の財政状況２．国と地方の財政状況２．国と地方の財政状況    

このような状況の下、政府は「デフレからの脱却、民間需要主導の持続的な経済成長」と 

「２０１０年代初頭における基礎的財政収支の黒字化」の両立を目指した経済財政運営を行う

こととしています。このため、平成１８年度の国の予算は、活力ある社会経済構築のため重点４

分野への施策の集中を図る一方、「小さくて効率的な政府」の実現に向けた医療制度改革、

特別会計改革、総人件費改革など、構造改革の加速・拡大を反映させた結果、対前年度比 

３．０％減と４年ぶりに前年度を下回りました。これにより国債の発行が５年ぶりに３０兆円を下

回り、プライマリーバランスの改善、公債依存度の低下など、歳入・歳出一体改革の進捗は見

られますが、公債残高は平成１８年度末で５４２兆円に達し、私たちの生活のツケが将来世代

に重くのしかかるという構図が続いています。 

一方、地方財政計画については、一般財源総額はかろうじて前年度程度が確保され、歳出

面では地方単独事業（投資）の１９．２％削減や地方公務員数の大幅削減が計画されるなど財

政規模が抑制され、５年連続の減少となりました。これにより、財源不足額は、前年度より縮小

したものの依然として単年度８兆７千億円と巨額にのぼるため、引き続き赤字地方債の発行に

より不足分を補うことになります。 

 こられの前提となった三位一体の改革については、昨年末に一応の決着が図られましたが、

その内容は、３兆円の税源移譲が実現する反面それを上回る４兆７千億円の国庫補助負担金

削減、さらには地方税収が回復基調にあるとはいえ５兆１千億円の地方交付税が削減されて

おり、国の財政再建のため地方へのしわ寄せが行われたという側面は否定できません。今後、

地方財政への負担転嫁のない税源移譲、国の関与の縮小など、真の地方分権確立に向けた

三位一体の改革の継続が求められています。 

 

３．予算編成の方針３．予算編成の方針３．予算編成の方針３．予算編成の方針    

 このような状況を踏まえ、久留米市の平成１８年度予算は、 

○ 市民と行政のパートナーシップを踏まえた民間活力の活用 

○ 合併２年目の新しい都市づくり推進のための主要施策への重点化と中核市移行に向けた
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課題への対応 

○ 経済性・効率性・有効性を踏まえた施策の選択と徹底した歳出削減 

を視点として、活力と魅力ある都市づくりに努めました。 

また、広域合併の実現に伴う総合計画見直しを前提とした長期的な都市経営を念頭に置く

とともに、「新行政改革行動計画」の着実な推進を踏まえた予算編成を行いました。 

 

４．予算の概要４．予算の概要４．予算の概要４．予算の概要    

 平成１８年度久留米市の一般会計予算規模は、１，０４３億８，０００万円、対前年度比０．９％

増となりました。歳入面では、市税が税制改正や景気回復を反映し個人市民税に堅調な伸び

が見られるものの固定資産税の評価替えによる減少で、全体では微増に止まっています。地

方交付税については引き続き地方財政計画における見直しにより大幅に減少しており、主要

な一般財源収入は概ね平成１７年度を下回る見込みです。なお、三位一体の改革による税源

移譲は、国庫補助負担金削減のかわりに所得譲与税として暫定的に交付されるため、地方譲

与税が大幅に増加しています。また、基金残高は年々減少を続けていますが、限られた財源

の中で山積する課題に対応するために、今年度もやむを得ず基金の活用を図ることとしてい

ます。 

 こうした中、歳出面では、九州新幹線整備と関連事業の促進、外環状道路など交通ネットワ

ークと都市基盤整備、少子化対策と子育て支援、健康で生きがいがもてるまちづくりと医療費

の抑制、地域産業の再生・活性化を目指した商工業・雇用施策の強化、学術研究都市づくり

の推進、適正な廃棄物処理と環境負荷低減の推進、次代を見据えた地域農業の振興、教育

改革の推進、文化・スポーツ・観光の振興、男女共同参画社会の実現と人権意識の確立など、

行政需要に最大限対応しました。 

 次に、特別会計のうち、国民健康保険事業は、低所得者層や高齢者が多いという構造的問

題を抱えており、診療報酬の引き下げや一般会計繰入金の増額を行ってもなお財源不足が

生じるため、保険料の改定等を行うとともに、今後一層の医療費の適正化に努めます。競輪事

業は、全国的に売上の低迷が続いており、経営の効率化と場外発売の展開による増収対策を

図り、一般会計繰出金の確保に努めます。下水道事業では、普及率の拡大を図るため、久留

米、田主丸、北野各地区において汚水幹線や処理場整備に積極的に取り組みます。介護保

険事業は大幅な制度改正により、地域支援事業の創設や地域包括支援センターの設置など

予防重視型システムへの転換が図られ、高齢者が安心して自分らしく暮らすことができるまち

づくりに向けた制度の安定運用に努めます。その結果、１２特別会計全体で１，０７５億６，０００

万円を計上しました。 

 また、公営企業会計では、市民生活の利便性と経済性の向上を最大の目標として、安全で

おいしい水の安定供給を目指す水道事業会計と、クリーンエネルギーである天然ガスの普及

と安定供給を目指すガス事業会計を合わせて、総額１２８億７，２００万円の予算を計上してい

ます。 

その結果、一般会計、特別会計及び企業会計を含めた平成１８年度の久留米市の予算総

額は２，２４８億１，２００万円となっています。 


